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健全化判断比率並びに資金不足比率審査意見について（提出） 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規

定により審査に付された、平成29年度の健全化判断比率、資金不足比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類について審査したので、結果について意見を提

出する。 



平成 29 年度 健全化判断比率審査意見 
 

 

１ 審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

平成30年７月23日から平成30年７月30日まで 

 

３ 審査の概要 

市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

４ 審査の結果 

 審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

健全化判断比率は、次のとおりである。 

 

健全化判断比率 平成29年度 早期健全化基準 平成28年度 

① 実 質 赤 字 比 率 0.00 ％ 12.72 ％ 0.00 ％ 

② 連結実質赤字比率 0.00 ％ 17.72 ％ 0.00 ％ 

③ 実質公債費比率 11.6 ％ 25.0 ％ 11.4 ％ 

④ 将 来 負 担 比 率 84.4 ％ 350.0 ％ 82.4 ％ 

 

過去３年間の平均で算定される実質公債費比率については、平成29年度は

11.6％となっており、早期健全化基準の25.0％を下回っている。しかし、前年度

に比較して0.2ポイント上昇しており、単年度計算においても0.9ポイント上昇し

ている。上昇の要因としては、普通交付税額の減に伴い、算定の際に分母に算入

される標準財政規模が減少し、公営企業の公債費充当繰出金額の増による分子の

増が挙げられる。 

将来負担比率については、平成29年度は84.4％となっており、早期健全化基準

の350.0％を下回っている。しかし、前年度に比較して2.0ポイント上昇しており、

これは、算定の際の分母、分子ともに減少しているものの、企業債等繰入見込額

の増などにより分母よりも分子の減り幅が小さかったことが主な要因となって

いる。 

  これらについては、今後の環境変化に応じた将来推計が重要となってくるもの

であり、公債費のみならず大規模事業や広域市町村圏組合への負担など将来財政

を圧迫する可能性を見据えた将来負担の推移に留意するよう要望する。



平成 29 年度 資金不足比率審査意見 

 

 

１ 審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

平成30年７月23日から平成30年７月30日まで 

 

３ 審査の概要 

市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

資金不足比率は、次のとおりである。 
 

区  分 平成29年度 経営健全化基準 平成28年度 

① 湯 沢 市 水 道 事 業 会 計 0.0 ％ 20.0 ％ 0.0 ％ 

② 湯沢市簡易水道特別会計 0.0 ％ 20.0 ％ 0.0 ％ 

③ 湯沢市下水道特別会計 0.0 ％ 20.0 ％ 0.0 ％ 

 

いずれの会計にも資金不足額は生じておらず、資金不足比率は算定されない

が、経営環境は依然として厳しい状況であることから、今後さらに改善に努め

経営の健全化を図られたい。 

 

 

 


